
 

特
別
会
計
の
決
算
状
況

　

特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
、
設
置
し
て

い
る
の
が
特
別
会
計
。
そ
の
収
入（
歳
入
）

は
使
い
道
が
決
ま
っ
て
い
て
、
一
般
会
計

と
は
分
け
て
収
支
を
明
ら
か
に
す
る
た

め
、
特
別
に
経
理
を
し
て
い
ま
す
。
市
に

は
１０
の
特
別
会
計
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の

会
計
で
、
事
業
を
進
め
ま
し
た
。

 

企
業
会
計
の
決
算
状
況

　

企
業
会
計
と
は
、
一
般
の
会
社
と
同
じ

よ
う
に
、
独
自
の
収
入
で
そ
の
経
費
を
賄

う
独
立
採
算
を
原
則
と
す
る
会
計
で
す
。

▽
収
益
的
収
支
＝
１
年
間
の
事
業
活
動
に

よ
り
得
ら
れ
る
収
益
と
費
用
。

▽
資
本
的
収
支
＝
１
年
間
に
支
出
し
た
施

設
の
経
費
と
財
源
と
な
る
収
入
。

 介護老人保健施設事業会計

 国民健康保険診療所事業会計

 水道事業会計

 病院事業会計

平
成
２１
年
度

市
の
決
算
概
要

 

一
般
会
計
の
決
算
状
況

　

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
１８

億
８
２
０
３
万
円
で
、
平
成
２２
年
度
へ
予

算
を
繰
越
し
た
事
業
の
財
源
と
し
て
の
２

億
８
３
２
０
万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収

支
額
は
、
１５
億
９
８
８
３
万
円
の
黒
字
で

す
。

　

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が
９５
億
５
８

８
４
万
円
で
歳
入
総
額
の
３１
・
０
㌫
を
占

め
、
市
税
が
７１
億
４
６
２
７
万
円
（
２３
・

１
㌫
）、
借
金
で
あ
る
市
債
は
３３
億
９
３
９

０
万
円
（
１１
・
０
㌫
）
で
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
市
の
事
業
に
対
す
る
国
や

県
か
ら
の
補
助
金
と
し
て
国
庫
支
出
金
が

４０
億
６
４
７
６
万
円
（
１３
・
２
㌫
）、
県
支

出
金
が
２０
億
７
５
６
９
万
円
（
６
・
７
㌫
）

の
収
入
が
あ
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
保
育
所
の
運
営
や
福
祉
医

療
費
な
ど
の
民
生
費
が
５６
億
４
０
９
１
万

円
で
歳
出
総
額
の
１９
・
５
㌫
で
し
た
。
定

額
給
付
金
給
付
事
業
や
地
域
振
興
基
金
積

立
金
を
含
む
総
務
費
は
、
５１
億
７
５
４
６

万
円
（
１７
・
８
㌫
）、
ご
み
処
理
や
し
尿
処

理
の
経
費
を
含
む
衛
生
費
は
、
４０
億
２
１

９
９
万
円
（
１３
・
９
㌫
）、
教
育
費
３７
億
７

２
２
８
万
円
（
１３
・
０
㌫
）、
土
木
費
３２
億

２
０
６
０
万
円
（
１１
・
１
㌫
）、
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

ま
た
借
金
の
返
済
で
あ
る
公
債
費
は
、

財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
と
し
て
、
公
的

資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
を
行
い
、
４０

億
５
８
２
８
万
円
と
歳
出
総
額
の
１４
・
０

㌫
を
占
め
ま
し
た
。

　
平
成
２１
年
度
の
市
の
決
算
が
確
定
し
、
９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は
、
１
年
間
に

ど
の
く
ら
い
お
金
が
入
り
（
歳
入
）、
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
（
歳
出
）
か
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。
決
算
を
す

る
こ
と
で
、
市
の
財
政
状
況
の
分
析
が
で
き
ま
す
。
一
般
会
計
に
特
別
会
計
と
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
市
の
歳

入
総
額
は
、
５
１
０
億
３
４
０
６
万
円
。
歳
出
総
額
は
４
９
０
億
７
５
８
４
万
円
。
歳
入
と
歳
出
の
差
し
引
き

額
は
、
１９
億
５
８
２
２
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
今
回
は
、
確
定
し
た
決
算
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
　
財
務
課
財
政
係
（
内
線
３
５
２
）

歳
出
総
額
は
４９１
億
円

歳入総額　３０８億９,３５０万円

歳出総額　２９０億１,１４７万円
▲市内のすべての小中学校に電子黒板を設置して授業
に活用（写真は吉田小学校）

【右上】まちづくり交付金事業で改良した
恵那駅東側の南北街道踏切。この改良に
よって、車道と歩道の分離ができ、歩行
者の安全対策が図られた。また、これま
ではできなかった車両のすれ違いも、可
能となった　【上】笠置町毛呂窪栩杭地内
に完成した一般廃棄物最終処分場。埋め
立て容量は２０,３８９立方㍍で、埋め立て期
間は約１０年間の計画　【右】新しく完成
した山岡小学校の校舎と屋内運動場。校
舎は木造２階建て。環境教育と校内電力
の一助として、校舎と屋内運動場それぞ
れに１０㌔㍗の太陽光発電設備を設置して
いる

歳　入 歳　出 歳入歳出決算差引額

国民健康保険 ５２億５,０７１万円 ５１億５,５０５万円 ９,５６６万円

老人保健医療 ３,１７２万円 ３,１７２万円 ０万円

介護保険（事業勘定） ４２億１,１２５万円 ４０億９,０１１万円 １億２,１１４万円

（サービス事業勘定） ４億５,１８２万円 ４億４,９９２万円 １９０万円

簡易水道 １１億２,６２７万円 １１億１,５８３万円 １,０４４万円

農業集落排水 ３億０,０２５万円 ３億０,０１５万円 １０万円

駐車場 ６,２９１万円 ６,１５３万円 １３８万円

公共下水道 １７億３,３３４万円 １７億２,５６３万円 ７７１万円

遠山財産区 ４１万円 ３０万円 １１万円

上財産区 １４１万円 １１３万円 ２８万円

後期高齢者医療 ５億６,６８０万円 ５億５,３６２万円 １,３１８万円

計 １３７億３,６８９万円 １３４億８,４９９万円 ２億５,１９０万円

資本的収支決算

収入 ３,０１４万円

支出 ３,１３５万円

収益的収支決算

収入 ６億１,６８９万円

支出 ５億９,３３０万円

資本的収支決算

収入 ２,０６８万円

支出 ３,３２７万円

収益的収支決算

収入 ４億４,８３３万円

支出 ４億６,３６８万円

資本的収支決算

収入 ３億１,７８７万円

支出 ３億７,４４８万円

収益的収支決算

収入 ３７億９,６１５万円

支出 ３７億３,８０８万円

資本的収支決算

収入 ２億９,２６４万円

支出 ５億７,７４０万円

収益的収支決算

収入 ８億８,０９６万円

支出 ７億６,７８１万円

□事業概要
　給水件数：１０,８２３件　総配水量：４,１０１,４９７逢

□市立恵那病院　　　　□国保上矢作病院
　外来患者数：６９,１１５人　外来患者数：３１,９７６人

□事業別利用者数
　入所事業：３１,７６３人　短期入所事業：１,９３４人

□６診療所
　外来患者数：５１,２０３人

一般会計
（歳入）

一般会計
（歳出）

地方交付税３１.０％

市税２３.１％国庫支出金１３.２％

市債１１.０％

県支出金６.７％

繰越金４.５％

そのほか１０.５％

民生費１９.５％

総務費１７.８％

公債費１４.０％衛生費１３.９％

教育費１３.０％

土木費１１.１％

そのほか１０.７％
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平
成
２１
年
度

市
の
決
算
概
要

 
借
金
（
市
債
）の
状
況

□
市
民
１
人
、
約
１
０
６
万
円
の
借
金

　

一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の

借
金
の
総
額
は
５
８
４
億
４
０
７
１
万
円

　
　
　
　
　
　

で
、
昨
年
度
と
比
べ
１２
億

　
　
　
　
　
　

７
２
８
６
万
円
の
減
額
と

　
　
　
　
　
　

な
り
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
　
　

借
金
を
市
民
１
人
当
た

　
　
　
　
　
　

り
に
換
算
す
る
と
、
１
０

　
　
　
　
　
　

５
万
７
２
３
４
円
と
な
り

　
　
　
　
　
　

ま
す
。
（
平
成
２２
年
３
月

　
　
　
　
　
　

３１
日
現
在
の
人
口
５
５
２

　
　
　
　
　
　

７
７
人
）

 

貯
金
（
基
金
）の
状
況

□
貯
金
は
市
民
１
人
当
た
り
約
２０
万
円

　

市
の
貯
金
の
総
額
は
１
１
０
億
０
１
６

７
万
円
で
、
昨
年
度
と
比
べ
１
億
８
８
３

９
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
市
民
１

人
当
た
り
の
貯
金
が
、
１９
万
９
０
２
８
円

あ
る
状
況
で
す
。

 

財
政
の
健
全
度
の
状
況

□
財
政
力
が
０
・
０
０
８
ポ
イ
ン
ト
低
下

　

財
政
力
指
数
は
、市
の
財
政
力
（
体
力
）

を
示
す
指
数
で
す
。
こ
の
指
数
が
高
い
ほ

ど
、
税
収
な
ど
の
自
己
財
源
に
余
裕
が
あ

る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
本
年
度
は

０
・
５
４
０
と
な
り
、
昨
年
度
の
０
・
５
４

８
か
ら
、
０
・
０
０
８
ポ
イ
ン
ト
低
下
し

ま
し
た
。

□
経
常
収
支
比
率
５
・
４
ポ
イ
ン
ト
改
善

　

経
常
収
支
比
率
は
、
市
の
財
政
構
造
の

弾
力
性
を
示
す
比
率
で
す
。

　

地
方
税
や
普
通
交
付
税
な
ど
毎
年
経
常

的
に
収
入
さ
れ
る
財
源
を
、
人
件
費
や
扶

助
費
、
公
債
費
な
ど
の
経
常
的
に
支
出
さ

れ
る
経
費
に
充
て
た
割
合
。
こ
の
指
数
が

高
い
ほ
ど
、
財
政
構
造
が
硬
直
化
し
て
、

新
し
い
事
業
に
一
般
財
源
を
充
て
る
こ
と

が
難
し
く
な
り
ま
す
。
昨
年
度
の
９０
・
４

㌫
か
ら
、
８５
・
０
㌫
と
な
り
、
５
・
４
ポ
イ

ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

□
健
全
化
の
判
断
基
準
を
ク
リ
ア

　

平
成
２０
年
４
月
１
日
に
一
部
施
行
さ
れ

た
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、実
質
公
債
費
比
率
、

将
来
負
担
比
率
の
４
つ
の
指
標
の
健
全
化

判
断
比
率
と
、
公
営
企
業
会
計
ご
と
に
、

資
金
不
足
比
率
を
算
定
し
、
監
査
委
員
の

審
査
、
議
会
へ
の
報
告
、
公
表
す
る
こ
と

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

各
指
標
に
、
早
期
健
全
化
基
準
（
市
に

お
け
る
基
準
）
と
財
政
再
生
基
準
な
ど
を

設
定
。
算
定
し
た
比
率
が
各
基
準
値
を
超

え
る
と
、
早
期
で
は
財
政
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る
財

政
健
全
化
を
行
い
ま
す
。
ま
た
財
政
再
生

基
準
を
超
え
る
と
、
財
政
再
生
計
画
を
策

定
し
、
国
な
ど
の
関
与
に
よ
る
確
実
な
再

生
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

平
成
２１
年
度
の
市
の
各
指
標
は
、
健
全

化
を
判
断
す
る
基
準
値
を
、
超
え
て
い
な

い
状
況
で
す
。

▽
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
な
ど
の
実

質
赤
字
額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対

す
る
比
率
。
参
考
ま
で
に
市
の
数
値
は
、

マ
イ
ナ
ス
９
・
１
０
㌫
で
す
。

▽
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
に
特

別
会
計
、
企
業
会
計
を
含
め
た
実
質
赤
字

額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対
す
る
比

率
。
参
考
ま
で
に
市
の
数
値
は
、
マ
イ
ナ

ス
２５
・
８
２
㌫
で
す
。

▽
実
質
公
債
費
比
率
＝
標
準
的
な
年
間
収

入
が
、
一
般
会
計
の
負
担
す
る
借
金
な
ど

の
返
済
に
、
ど
の
く
ら
い
充
て
て
い
る
か

の
、
過
去
３
年
間
の
平
均
値
。
普
通
交
付

税
な
ど
の
一
般
財
源
の
増
加
な
ど
に
よ

り
、
昨
年
度
の
１４
・
２
㌫
か
ら
、
１
・
０
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
１３
・
２
㌫
で
す
。

▽
将
来
負
担
比
率
＝
一
般
会
計
が
背
負
っ

て
い
る
借
金
や
将
来
の
債
務
（
ほ
か
の
会

計
分
も
含
む
）
が
、
一
般
会
計
の
標
準
的

な
年
間
収
入
の
何
年
分
か
を
示
す
も
の
。

本
年
度
は
９３
・
６
㌫
で
す
。

▽
資
金
不
足
比
率
＝
公
営
企
業
ご
と
の
資

金
不
足
額
の
事
業
規
模
に
対
す
る
比
率
。

公
営
企
業
ご
と
に
算
出
し
ま
す
。

 

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
概
要

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
市
の
資
産
と
そ

の
資
産
を
ど
の
よ
う
な
財
源
（
負
債
、
純

資
産
）
で
賄
っ
て
き
た
か
を
示
し
た
も
の

で
す
。

　

一
般
会
計
に
お
け
る
市
の
総
資
産
は
、

約
１
４
２
０
億
円
。
道
路
や
公
共
施
設
な

ど
を
整
備
す
る
た
め
に
発
行
す
る
地
方
債

の
負
債
総
額
は
、
約
４
４
０
億
円
。
現
在

ま
で
の
世
代
が
税
金
を
支
払
っ
て
、
す
で

に
整
備
さ
れ
た
純
資
産
は
、
約
９
８
０
億

円
と
な
り
ま
す
。
ま
た
市
民
１
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
、
資
産
は
約
２
５
６
万
円

で
、
負
債
が
約
７９
万
円
、
純
資
産
が
約

１
７
６
万
円
と
な
り
ま
す
。

 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
概
要

　

１
年
間
の
行
政
活
動
の
う
ち
、
福
祉

サ
ー
ビ
ス
や
ご
み
の
収
集
に
か
か
る
経
費

な
ど
、
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
に
伴
う
コ
ス
ト
と
、
使
用
料
や

手
数
料
等
の
収
入
を
示
し
た
も
の
が
行
政

コ
ス
ト
計
算
書
。
企
業
会
計
で
い
わ
れ
る

損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
も
の
で
す
。

　

資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
提
供
に
か
か
っ
た
コ
ス
ト
は
、
約
２

３
９
億
円
で
、
使
用
料
な
ど
受
益
者
が
負

担
し
た
約
７
億
円
を
除
く
と
、
純
粋
な
行

政
コ
ス
ト
は
約
２
３
１
億
円
と
な
り
ま

す
。
こ
れ
を
市
民
１
人
当
た
り
に
換
算
す

る
と
、
約
４１
万
円
の
コ
ス
ト
が
掛
か
っ
た

こ
と
に
な
り
ま
す
。

 

純
資
産
計
算
書
の
概
要

　

純
資
産
変
動
計
算
書
は
、
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
の
純
資
産（
資
産
と
負
債
の
差
額
）

が
１
年
間
に
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を

示
し
た
も
の
で
す
。

　

平
成
２１
年
度
末
の
純
資
産
残
高
は
約

９
８
０
億
円
と
な
り
、
昨
年
度
末
と
比
べ

て
約
１８
億
円
の
増
加
と
な
り
ま
す
。

 

資
金
収
支
計
算
書
の
概
要

　

性
質
の
異
な
る
３
つ
の
区
分
に
分
け

て
、
１
年
間
の
現
金
の
流
れ
を
示
し
た
も

の
が
、
資
金
収
支
計
算
書
で
す
。

　

日
常
の
行
政
活
動
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る

資
金
の
経
常
的
な
収
支
は
、
約
８５
億
円
と

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

な
っ
て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

こ
れ
に
対
し
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

公
共
事
業
に
伴

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

う
資
金
の
使
途

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

と
、
財
源
を
示

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

す
公
共
資
産
整

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

備
収
支
で
は
約

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３１
億
円
、
投
資

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

活
動
や
借
金
返

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

済
に
よ
る
資
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

収
支
を
示
す
投

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

資
・
財
務
的
収

支
で
は
、
約
４９
億
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
経
常
的
収
支
、
す
な

わ
ち
一
般
財
源
で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と
が

分
か
り
ま
す
。

市債の現在高 ５８４億４,０７１万円

一般会計 ３７４億０,６０３万円

特別会計 １７２億０,６５７万円

企業会計 ３８億２,８１１万円

一般会計に属する基金 ８４億７,３９０万円

財政調整基金 ２７億８,９２４万円

地域振興基金 ２１億２,５１６万円

地域福祉基金 ９億６,８７３万円

公共施設整備基金 ６億７,８２１万円

市民のまちづくり基金 ５億０,６１６万円

減債基金 ３億６,９１９万円

簡易水道経営安定化基金 ２億７,８７４万円

地域づくり基金 ２億３,４３９万円

シアター恵那関連基金 １億０,５２０万円

国際交流振興基金 １億０,００１万円

そのほか ３億１,８８７万円

特別会計に属する基金 １２億０,８７９万円

国民健康保険給付基金 ６億６,０６４万円

駐車場施設整備基金 ２億１,５８５万円

介護保険給付基金 １億９,６０１万円

そのほか １億３,６２９万円

企業会計に属する基金 ９,５５０万円

積立金（介護老人福祉施設） ８,９９０万円

そのほか ５６０万円

定額の資金を運用する基金 １２億２,３４８万円

土地開発基金 ９億６,７１６万円

奨学資金貸与基金 ２億１,７２８万円

そのほか ３,９０４万円

健全化

判断比率

指標名 恵那市の数値 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － １２．６２㌫ ２０．００㌫
連結実質赤字比率 － １７．６２㌫ ４０．００㌫
実質公債比率 １３．２㌫ ２５．０㌫ ３５．０㌫
将来負担比率 ９３．６㌫ ３５０．００㌫

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒字の場合「－」で表します

指標名 会計名 恵那市の数値 経営健全化基準

資金不足比率

水道事業会計 － ２０．０㌫
病院事業会計 － ２０．０㌫
介護老人保健施設事業会計 － ２０．０㌫
国民健康保険診療所事業会計 － ２０．０㌫
簡易水道事業特別会計 － ２０．０㌫
農業集落排水事業特別会計 － ２０．０㌫
公共下水道事業特別会計 － ２０．０㌫

※資金不足がない場合「－」で表します

 バランスシート

資産の部 金　額

公共資産
学校や道路の建設、
土地購入などに使わ
れたお金の総額

１,２６５億０３百万円

（うち未使用資産） （１２億６５百万円）

投資など
関係団体への出資金
や公共施設整備ほか
に蓄えているお金

１０３億６８百万円

流動資産
現金や貯金、必要な
ときに現金化するこ
とができる積立金、
市税などの未収金

５１億２８百万円

（うち歳計現金） （１８億８２百万円）

資産合計 １,４１９億９９百万円

負債の部 金　額

固定負債
翌年度以降に支払や
返済が行われる予定
のもの

４０２億１９百万円

流動負債
翌年度に支払や返済
をするもの

３７億９６百万円

合　計 ４４０億１５百万円

純資産の部 金　額

国と県からの補助
金

２２５億２１百万円

一般財源などの自
主財源

７５４億６３百万円

合　計 ９７９億８４百万円

負債及び純資産合計 １,４１９億９９百万円

 行政コスト計算書 純資産変動計算書

 資金収支計算書

経常行政コスト 金　額

人にかかるコスト
人件費、退職給与引
当金など

５６億４６百万円

物に係るコスト
電気料、修理など維
持補修費など

８９億２２百万円

移転支出的なコスト
高齢者や児童などへ
の手当（扶助費）、団
体への補助金、特別
会計への操出金など

８７億４５百万円

その他コスト
市債の利子、時効によ
り納入されなかった
税金（不納欠損）など

６億１０百万円

合　計 ２３９億２３百万円

経常収益 金　額

使用料・手数料 ６億６５百万円

分担金・負担金・寄
付金など

９６百万円

合　計 ７億６１百万円

（差し引き）
純経常行政コスト

２３１億６２百万円

期首純資産残高 ９６１億６５百万円

（純経常行政コスト）△２３１億６２百万円

（一般財源） １８９億２１百万円

（補助金） ６１億６７百万円

（臨時損益など） △１億０７百万円

期末純資産残高 ９７９億８４百万円

期首歳計現金残高 １４億０１百万円

資金増減額 ４億８１百万円

（経常的収支） ８５億５２百万円

（公共資産整備収支） △３１億００百万円

（投資・財務的収支） △４９億７１百万円

期末歳計現金残高 １８億８２百万円

決
算
概
要
の
詳
細
は
、市
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（h
ttp

://w
w

w
.c

ity
.e

n
a.lg

.jp
/

）
で
閲
覧

で
き
ま
す
。
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